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1.は じめ に
通産省は四半期ごとに 「電子計算機納入下取調査」を実施 し結果を発表 して
いるが,本 年(1979)6月 に発表 した昭和52年 第3・ 四半期(昭 和52年10月 ～
12月 末)の 調査結果か らは,そ れまでは発表していた国産機 ・外国機別の市場
シェアの公表をとり止めている。 これは,半 導体,コ ソピュータなどエレク ト
ロニクス産業を本命とする日米間の貿易摩擦の激化とともに,外 国資本の製品
に対す る差別 と受け とられることを警戒してのこととされている。
BM370シ リーズの出荷が最盛期であった1972～74年 を除いて,・目本国内に
おける国産 コソピュータのシェアはこの十数年間 ジ リジ リと高 まっている。
1970年3月 末には実働金額の比率で53.3%で あった ものが,1975年3月 末には
55.2%,1977年9月 末には57.9%と い う具合にである。
ところがIBMは1977年3月 に 超大型機3033プ ロセサーを発表 し,同 時に
370シ リーズの一連の大幅値下げを行なって競争各社にショックを与えて以来,
同年10月 には3032,3031プ ロセサーを,1978年10別 こは8100情 報システムと
システム38を,1979年1月 には4300シ リーズを発表するとい う零うに矢つ ぎ早
に新製品を発表 した り値下げ攻勢をかけた りしてきている。その結果,日 本国
内の市場はどうなっているであろ うか。IBMの 圧力 に耐えて生き残 りに懸命
の国産 メーカーはそのつ ど対抗策を講じているけれど,そ れが効果を上げてい
るかど うか。通産省の調査結果は1977年12月 末 までの分 しか公表されていない
し,国 産 ・外資別のシェアは1977年9月 末までの分しか判 らない。メーカー各
社別の動向にまで立入 って定期的に調査を行なって発表 しているものでは産業
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能率大学 の調査 と,コ ソピュー トピァ誌 の調査が有名であ るが,そ れ らに触 れ
る ことは別 の機 会にゆず り,こ こで は別 な角度か ら最近 の コソピュータ産業 を
見 てみ ることにす る。
(1)富 士通 は本年8月16日,協 栄生命 の コソピュータ ・ネ ッ トワークをそ っ
くりIBMか ら.リプ レース してM・190,M-18011AD各1台,M・160Sを2台,
M・140を3台,M・130を2台受注 しFNA(富 士通 ネ ッ トワークアーキテ クチ
ュア)を 用 いた総 合オ ソライ ソ ・システムを構築す ると発表 した。総額50億 円
に ものぼ るとの ことであ る。 これ まで国産各社,特 に富士通はIBMコ ソパチ
ブル なMシ リーズを発表以来IBMを 中心 とす る外資系 コソピュータの リブ.レ
ースに力 を入れ て来て ,あ る年度な どは対BM26勝7敗,対 ・ミロース29勝 無
敗 など合計86勝12敗,勝 率88%な どとい う星取表 まで作 られた とい うが,殆 ん
どが単発 の リプ ヒースまたは併設商談 であ って,上 記 の ような ネ ットワークご
とひ っ くり返す とい うのは 国産 メーカーでは初めて の ことだ とい う。
(2)ブ ラジル最大級 の銀行 ブラジ リア ソ ・デ ィスカ ゥソ ト銀行(略 称 ブラデ
ィス コ)が 導入 す るバ ッチ処理用大型 コソ ピュータと して富士 通のM・200が
IBM;バ ロースな ど有 力 メーカーを抑 えて受注に成功し,オ ソライン用 のホス
ト機 はIBM機 だが,ネ ッ トワーク用 ノー ドプロセサ ー25台 は 日本電気 の ミニ
コン ピュータMSシ リ.一ズが有 力 とい う報 道が あ る(「 情報産業新聞」1979年
6月25日,8月27日)。 この よ うな自社 ブ ラソ ドに よる 国産 コソピュ7タ の 海
外進 出は,日 立製作所が中国へ気象観測用 や地質探査用にMシ リーズの大,中
型機 を輸 出 した り,日 本電気や三菱 電機 が アメ リカへ小型機や オフィス コソピ
ュータを輸 出 しようと してい るな ど,最 近 よ うや く活発化 しつつあ るところで
あ る。
こ こにあ げた二つ の話題 に対 しては,国 の手厚 い助成策に助け られなが らや
ってい るのに まだ この程度なのか とい う見方 もあろ うけれ ど,国 産 メーカーに
とっていわば 明るい話 であ るが,巨 大企業IBMの 圧力におびえ る国産各社に
とっては世 の 中 は 明 るい話ばか りでは ないはず であ るし,強 力無比 に見 える
IBMも 人間 の 集団で あれば何 か弱点や失敗があ るのではないか。以下では最
'最 近 の コソ ピ ェー タ産業 3
近 の トピ ックスを3つ と りニヒげて若干の考 察を してみ る ことにす る。
2.IBMの 値 上 げ に つ い て
1979年6月 末,ア メリカIBMは デ ータプロセ シ ソグ部門(DPD)お よびジ
ェネラル システムズ部門(GSD、 の製品のサ ービス,レ ソタル,リ ース料金 な
どの一連 の値上 げを発表 した。ただ しこれには,そ れ までの数 ヵ月間 に発表 さ
れ てきた システム38,8100情 報 システム,4300シ リーズ(い わゆ るEシ リーズ)
は除かれてお り,370シ リーズ,303xシ リーズなどが対象 となってい る。7月
9日,日 本IBMも ほぼ同様の値 上げを発表 したが,そ の概要は'
くi)新 機種 を除 く全製 品の月間 レソタル,リ ース料 金を平均5%値 上 げす
るo
(11)買 取機 種の価格は値上げ しない。
(iii、 小型機 の ライセ ソス ・プ ログラムの使用料 を約10%引 き上げ る。
(iv)一 部製 品の月間 メソテナ ソス料金を5～15%引 き上 げる。
(v)時 間当 りの メソテナ ソスサー ビス料金,SEサ ー ビス料 金,一 部のユ
ーザ ー教 育料金 な どの9～15%引 き上 げ。
となってお り,時 間 当 りメソテナ ソスサー ビス料金 の引 き上げは本年10月1日
か ら,そ の他 の値上 げは1980年1月1日 か ら実施す ると している。
IBMで は本年1月 末 に4331,4341プ ロセサ ーを予想以上 の低価格 で 発表 す
る と同時 に,370シ リーズの大幅値 下げを行な ったばか りであ り,こ れほ どの
広 範囲にわた る値上 げは1974年7月 以来 の ことで,競 争他社ではその意図す る
と ころを測 りかね てさまざまな推測が なされてい る。'
日本IBMの 発表では 「諸経費 の上昇等諸要素を総合的に勘案 して」 と説明
されて いるが,'わ ずか数 ヵ月前の一連の値下げ,新 機 種は対象外,買 取 り価格
の据 え置 きなどを考 え合わせれば,「 諸経費 の上昇」 よりも総 合的 に勘 案 した
「諸要素」 とは何かを考 えねばな らないであろ う。 これについて 日本 の コソピ
ュータ業界な どで となえ られている説を まとめてみる とつ ぎの よ うな ことにな
ろ う。
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(a)ア メリカIBMで 本年1月 末,日 本IBMで は3月 初めに発表 した4331,
4341プ ロ老サーは,超LSIの 入口と言われる64Kビ ットLSI素 子をメイ
ソメモリーに実装するなど,そ れぞれの対応機種とみられる370・115,370・
138に比較 して能力的にはそれぞれ約4倍,約3.2倍 となっているが価格は
約半分,従 うてプライス ・パフォーマソスは約8倍 とみ られている。 しか
しハー ド,ソ フ トの価格分離制(unbundling)を とるIBMは,プ ラグコ
ソパチブルメーカー(PCM)対 策として特にハー ド価格を低く設定してい
るけれども,必 要なソブ トウェアその他のサービス料金 も含めて考えると
それほど安くはな らないとい う評価 もなされ始めている。従って在来機種
に較べて新型機が優秀であることを印象づける必要にせ まられた,と いう
説。
㈲IBMは 従来から新機種発表の前後には,旧 型機 の 買取 りを推進するた
め一連の値下げを行な うとい う政策をとってきたが,今 回の措置はいわば
それの新手法 とも言 うべきもので,買 取 りは据置 き,そ の他は値上げとな
ればユーザーは買取 り意欲を起 こす ことになろ うとい う説。
(c)独 禁法対策であるとい う説。すなわち,IBMは これまでPCMを 含む
競争会社に打撃を与えるような価格引き下げをしばしば行なってきたが,
競争相手が完全につぶれてしま うことはIBMに とって独禁法や,ア メリ
カ以外の各国の自国コソピュータ産業育成政策か らいって極めて好ましく
ない。そ こで若干ペースを落 して巨大な1BMの 「余裕」をみせつけなが
ら,競 争相手にほんの少々息をつ く間を与えるのだとい う説。・
(d)(c)と は逆に,独 禁法問題では最近 の 情勢はIBMに 有利 に展開してい
て,例 えば企業分割などの心配が薄れてきた と判断したため1自 申にプラ
イスオペ レーシ ョソを行な うようになったとい う説。
(e}値 上げ対象外となっている一連の新型機の開発,特 にEシ リーズとして
以前か ら関心の的であった4300プ ロセサーの高いコス ト・パフォーマソス
を見て,近 い将来予想される4300シ リーズの他のモデルや,上 位機種のい
わゆるHシ リーズなど,更 に安い優秀機の出現まで買取 りを手控えてリー
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スまたは レソタルでつなごうとい うユーザーが急増 したため,さ す が の
IBMも 資金的に苦 しくなった。そ こでユーザーの気持 を 買取 りに向け,
一時的な鈍化が指摘されている業績の伸び率の回復を図った とい う説。
いずれの説 もそれぞれ弱点をかかえているし,互 いに矛盾がない こともない
ように思える。オフィス コソピュータなどを除 く全世界の汎用 コンピュータ稼
働台数は約17万 台といわれているが,4300シ リーズは発表後約半年間に全世界
で2万 台以上とい う空前の受注を獲得した と推定され,抽 選によってユーザニ
への納入時期をきめるラソダマイゼーショソを行なっているくらいであり,.(a)
説は弱いとい う感がある。(b},(e}の買取 り促進説もそれぞれニュアンスが違 う
のだが,IBMの 力の源泉はその巨大 な 資金力であ り,そ れは自己資金による
レソタル制 とい う営業方法によってもた らされた ものであることを思えば,短
期的な株価の上下などが原因と考えるのも説得力が弱すぎる感がある。(c}の説
は うがち過ぎという感があるが,IBMが 独禁法にか らまる訴訟 をい くつが抱
えており,極 めて神経質になっていることは しば しば指摘されている ことか ら
も,否 定 し切ることもできない説である。 しか し新型機の値上げならばともか
く,旧 型機の値上げ くらいで競争他社が楽になるかどうか極めて疑問である。
IBMと い う企業はつねに注目され,研 究されている会社であるが,情 報の
開示の少ない ことで も有名である。結局のところ真意は よくわか らないとい う
ところであろう。単純にイソフレが値上げの理由であるとい うのが案外本当か
も知れない。ただ言えることは,激 烈な競争の行なわれているコソピュータ業
界で,値 上げでも値下げでもマイペースで行な うことのできるのはIBMの み
であるとい うことである。
3.IBMの 出荷 の遅れ につ いて ・
IBMで は昨年10月 分散処理用8100情 報システムを発表 し,更 に同月汎用小
型 コソピュ胃タであるシステム38を発表 した。いずれも64Kビ ットLSIメ モ
リ素子,704ゲ π ト扁密度論理素子 を 実装 し,何 よりも予想を上まわる低価格
で同業他社にショッた クを与えものであった。
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ところが本年(1979)8月3日 に アメ リカIBMが,続 いて8月6日 に 日本
ご
IBMが,シ ステム38の 出荷開始時期が約6ヵ 月遅れることになった と発表 し
た。昨年10月 に発表 した際にはユーザーへの初出荷は1979年 第4・ 四半期と公
表 していたものである。
コソピュータ業界では出荷時期が予定より遅れることは珍 らしくないが,半
年 もの遅れを,し かもIBMが 出す ことは大きな問題となる。.たかが出荷時期
ぐらいという考えもあろ うが,技 術革新の激 しい コソピュータの世界では半年
は製品サイクルの数+パ ーセハ セこ砿 るか も知れない遅れであるrそ してま
たIBMの 独占的巨大さ故の問題 とも言えるのである。 日本IBMで は1977年
末か ら1978年2月 ごろにかけて,当 時噂 されていたいわゆるFSの うちのE
シ リーズの 「プレセールス事件」を起こし,他 社に被害を与えた として独禁法
違反 の疑いで通産省か ら厳重注意を受け,ま た公正取引委員会 も調査を行な
い,日 本IBM社 内でも責任者の処分が行なわれた ことがある。
優越的市場支配力を利用 して未発表の製品の性能などを示 して商談を進める
ことは,ア メリカでは反 トラス ト法で制限されているし,特 にIBMに ついて
はニューヨーク地方裁判所の禁止命令が出ているのであるが,ユ ーザーの間に
強い 「IBM信 仰」か ら・同社が間もな く新製品を出す となれば侮社 の 製品を
買 うことを手控えることになり,他 社は大きな被害を受けることになる。その
ようなこともか らんでいるため今回の出荷遅れは特に問題 となるのである。
遅れの理由としてIBMで は 「計画通 りの性能 レベルに達するために,シ ス
テムプログラミソグの総合 とテス トに,さ らに時間が必要だと判断 したため」
と言っているので ソフトウェアに 欠陥 があった ことになる。IBMの 出荷遅れ
発表後間もない(こ の稿執筆は8月 末)こ ともあって関係雑誌等の反響を知る
ことは難が しいが,「週刊電波コソピュータ」(8月20日)と 「情報産業新聞」
(8月27日)は ユーザーの反発を報 じている。システム38は システム32,シ ス
テム34,シ ステム$の レベルアップマシソとして導入されるケースが多いとみ
られるので,レ ベルアップに伴 うシステム開発スケジュールの狂い,更 に,シ
ステム38以後のシステムのスター ト時期との重な りなど,'対策に苦慮 している
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ユーザーが多いとのことである。「週刊電波 コソピュータ」(8月37日)は,シ
ステム38はOSの 変更の失敗に よって発表された性能の約四分の一の能力でし
か動作し得ないこと,更 に一つの可能性 として,マ イクロコー ドの部品として
使用されている18Kチ ップに問題があるか も知れないことなどを内容 とす る記
事を,ア メ リカのコ'ソピューター ・ワール ド紙か ら紹介 しているoま た経済誌
『財界』(財界研究所9月4日 号)も 「批判 をあびるIBMの 納入延期」 と題
して値上げ問題と納入延期問題をとり上げ,rIBM神 話の崩壊」という言葉を
使い,「 ケアリー会長を含めIBM首 脳が,か つてのオーナー経営者的存在か
ら,サ ラリーマソ経営者 に 質的変化 してきたことも見逃せない。」と書いてい
るo'
それにしても新製品の発表後初出荷までに2年 近い期聞がかかることになっ
たのは何故か。それについては朝日新聞(8月7日)が,業 界筋によると,と
して 「システム38については,開 発部隊に ソフ ト要員が足 りないとの声が聞か
れた。 グループとしては経験が浅いし,あ る程度予測された事態だ」 と報 じて
いるし,北 海道新聞(8月4日,夕 刊)は,ニ ェーヨークか らの時事通信の記
事 として,「業界筋の間では,同 ソフ トウェアの開発でIBMが いくつかの重要
な問題 に 直面 しているとの うわさが流れていた。IBMの 今回の発表で,こ う
した うわさが根拠のあるものであった ことが判明したわけ。」と報じている。
研究開発に巨額の資金を投入 し,1つ の目標に向ってもいくつかの平行的開
発 プロジェクトを同時進行させ,充 分安定 した技術を商品化するといわれてい
たIBMに してもそのようなことがあるとすれば,IBMを 息せき切って 追 い
かけているの感がある他社 も他山の石 として充分心すべきことであろう。
今回のこの出来事は,商 業道徳上の問題としてのユーザーの反発とともに,
IBMの 技術開発力への信頼感に若干のゆ らぎが生じたことも確かであろ う。
4.い わ ゆ る 「北 大事 件」 につ いて
日経産業新聞(昭 和54年5月26日)は 「超大型 コソピューター商談'大 学向
け泥沼状態に」とい う見 出しで,旧 七帝大に設置さ一れている全国共同利用施設
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の1つ である北海道大学大型計算機セソターが,そ れまで使用 していた富士通
のFACOM230・75の 機種更新商談で,日 立製作断が通常価格の80%引 きとい
うt更常識"破 りの超安値で富士通匠打ち勝ち,M・200Hが2台,脇180が1台
の計3台 を中心とするシステムを納入することになったことを報 じている。
この記事の出た前後の時期には,日 本経済新聞,日 刊工業新聞,情 報産業新
聞などが相次いでこの件についての報道や論評を掲載 し,ま た 『コソピュー ト
ピア』(コ ソピュータ ・エイジ社)な どの専門誌,『 ナール投資』(東 洋経済新
報社)な どの経済誌,『現代』(講談社)な どの一般雑誌にも関連記事,論 評が
掲載 されるなど,こ の リプレースは 下北大事件」とまで呼ばれて大きな話題 と
なった。
「事件」の経過は各紙 ・誌を総合すると,こ うい うことである:
北海道大学大型計算機セソターは昭和49年度に,そ れまでのFACOM230・60か
らFACOM23α75に レベルァップしたが,こ のシステムも利用 の増大によ?
て処理能力不足とな り,ま たライフサィクルも終えた感があるため,'レベルア
ップをめざして 「次期 営ステム計画委員会」を2年 ほど前から発足させ検討を
行なってきたが,文 部省も更新 を認めて昭和54年 度予算にそのためのレソタル
費が計上されることとなったため,セ ソターはメーカー各社に引き合いを出し
た。次期システム計画委では各社の提案を受けて,合 計200時 間以上の審議の
結果,昭 和54年2月7日,セ ソターの意思決定機関である運営委員会で上記の
システムを灌入することに決定 した。この間,富 士通,日 立製作所,日 本電気
3社 の間で,特 に守 る富土通,攻 める日立製作所両社 の 間で激烈な競争があ
り,結 局∫より大きなシステムを提供することのできた日立製作所が勝利をお
さめた とい うことである。
これだけのことならば,喰 いつ喰われつの競争を展開す る各社の商戦であっ
て何 も珍 らしいことではな く,7ヵ 所の大型計算機センターを通じて異メ」カ
ー機への 疫プレースは初めてのこととは言え,日 本社会の常として特別に注目
されている大学の出来事で もないとすれば,通 常ならば前詑のようにいろいろ
な所で書きたてられ問題にされ るようなこともなかったかも知れない。 しか し
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加納明弘氏はr現 代』9月 号でつぎのように書いている。「この商戦で,富 士
通が推 した コソピュータは,最 新鋭大型機のM・200,日 立のM・200Hと の違
いは語尾にrH」 がついているかいないかだけである。それもそのはずで,こ
の2つ の コソピュータはもともと通産省の補助金を受けて,両 者が基本設計概
念を共同開発 したMシ リーズの最大型機,い ってみれば兄弟機 ともいうべきも
ので,・2つ の機種の性能には砥とんど差がない。 コソピュータ ・メーカーにと
って,自 社機を他社に リプレイスされることほど屈辱的な出来事はない。腹の
虫を押えかねた富士通は,北 大商戦の内情を某経済紙に暴露す る,と い う対応.
に出た。 それによれぽ 日立側 の提示 し俺価格は,月 間 レソタル料金のなんと
培 割引1'だ とい うのである。」(PP.174～188,rBMvs富士通 ・日立 ・日
電 ・三菱 仁義なきコソピュータ戦争」)。
加納氏の文章の前半部分については異論 も,あろ うし,富 士通が暴露 したかど
うか確かめる手段 もないが,通 産省の補助金のことが言及されているように,
この 「事件」には様々な背景と影響 ・反響を見ることができるのである。まず
影響のほ うか ら見 ることにしよう。
① この 「事件」をきっかけとして,他 の旧帝大の大型計算機セソター,名
古屋大学プラズマ研究所は,レ ソタル料は据置きのままで現行機種か らの
北大並み レベルア ップをメーカーに要求 しは じめたと報 じられている。名・
古屋大学,九 州大学の各大型計算機セソターにはともに富士通のFACOM・
M・190が2台 入っているが,こ れをM-200を2台,M・18011を1台 などほ
ぼ北大並みへ,京 都大学はM・200が2台 であるのを4台 へ,名 古屋大学
プラズマ研究所ではM・190が1台 であった ものをM・200を2台 へとレ
ベルァップ要求を出し,日 本電気のACOS・90011が2台 の大阪大学は4台
へ,東 北大学もACOS・900が1台 か ら同型機数台ヘレベルァップ要求を出
'し て
いるとい う(日 本経済新聞,5月30日)。 また旧帝大以外 の 大学でも
同様の要求が出されそ うだとい う。'
'北 大商戦に勝った 日立製作所が他で レベルアヅプ要求を受けるのならば
ともか く,負 けた富士通,日 本電気にとってはまさに泣きつ らに蜂とい う
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ところであろ う。 これ らの要求をのまなければ他社機に リプレースされる
おそれはあるし,お いそれ と応ずるわけにも行かず,両 社 とも難か しい場
面である。
② 「事件」は国会で も問題となった。衆議院物価問題等特別委員会は6月
始めの会合で,・コソピュータの値引き販売にダソピソグの疑いがないか ど
うか質疑カミなされたo
③ ② とも関連 して公正取引委員会が動き出した。通常の販売価格 を大卿 こ
下回る安値を提示 して取引きす ることは独禁法第19条 などに違反する疑い
があるとして,実 態調査を調始 した とい う報道がなされている(日 本経済
新聞6月6日)。
これ らはいわば直接的余波であるが,国 産対巨大外資の構図のなかでの通産
省の政策ない・しは商業秩序とい う観点か らの反響 も強い。
④ いかにエデュケーショナル ・ディスカウン トカミ社会的に認め られている
とは言え,旧 帝大相場なるものがまか り通るようなことで よいのか とい う
意見(た とえば,久 保悌二郎 「大学のコソピュータ」rコ ソピュートピア』
1979年7月 号,P.17)o
⑥IBM対 抗とい うことで通産省 の補助金を受けて開発 した製品を,そ ん
なに安売 りしてよいのか,ま た国産同士が安売 り合戦で企業体力を弱める
ことはIBMを 利するだけである。
⑥ 事は国内だけですむことではない。 日米貿易の不均衡が問題となってい
る現在,過 度の値引きは海外か らは ダンピソグと受けとられる。 日本はコ
ソピュータの輸入にさまざまな障壁を設けているとアメリカか ら非難され
ている今 日,国 内商談だか らと言って法外な値引きは自粛すべきである。
外資系 メーカーは国産 メーカーの値引きは常識はずれであ り,公 正な競争
を害 しているとの不満を述べている(た とえば 「情報産業新聞」1979年6
月4日)。
このようなわけで通産省もほ うっておけず,業 界に対 して過当値引きは自粛
するよう要請を出したと言われる。価格介入は独禁法に触れるおそれがあるた
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め間撞的な言いまわ して,し か も外資系も含めた汎用 コソピュ㌍タ ・メーカー
各社に対 して要請 した とのことであるが,き め手 にはなるまいとの見方 が 強
いo
影響は意外な方向か らもやって来た。住民託録の電算化に反対する運動を続
けている 「国民総背番号制に反対 しプライバシーを守る杉並 の会」(以 下 「杉
並の会」 とい う)と い うのがある。東京都杉並区はそれまでの 日本電気製の旧
機種のレベルァップとして,同 社のACOS500シ ステムを導入したのだが,そ
の契約書 と納入実態 とのずれに対 して杉並の会は疑義をとなえた。杉並区が導
入 したシステムはJECCの 価格表では月額9,190,000円 になるが,契 約書では
4,925,000円 となってお り,契 約書に載っている機器だけでは主記憶装置がな
いなど,動 くシステムにはなっていない。差額4,265,000円 の 日本電気が無償
貸与する部分 を 含 めては じめて完全なシステムとなるとい うところで幽る。
JECC登 録の価格は値引きが認められていないので,JECCレ ンタル制度を利
用する際には,値 引きは一部の機器を無償貸与するとい う形式をとり,他 の部
分の機器はJECC登 録価格で契約するとい う方法が一般に行なわれ,不 当な こ
とζは認められてはいなか ったのであるがジ反対運動の側はその契約形式を,
いわば逆手に とって区当局攻撃に使ったわけである。杉並の会は,
。JECC価 格は一種の協定価格であ り,カ ルテル行為である。
・ 杉並区のみが 「半値契約」 したのならば,JECC価 格 どうりにレソタル
している全国の自治体は,ぎ おめて不当な公金支出を強い られていること
にな る。
などとして,日 本消費者連盟に問題を持ち込み,同 連盟では独禁法第三条,第
十九条に違反す るとして1979年1月22日,正 式に公正取引委員会に提訴 した
(以上の経過はコンピュータ合理化研究会編著 『反 コンピュータの闘い』三一
書房,1979年 による)。
この提訴の行方はどうなるか まだわか らないし,北 海道大学の場合の契約が
JECCレ ンタルなのか,日 立製作所の自社 レンタルになっているのか明 らかに
されていないので,直 接的に影響があるとほ言えないであろ うが,前 記③ とも
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関連 して無関係ではないはずである。けれ ども,北 海道大学大型計算機セソタ
ー関係の大学教官は大部分が理工系の学者であるだけに,独 禁法や消費老運動
が らみの問題ともつながってくるなどと考えた人は,'い たとしても極 く少数で
あったに違いない。もちろん,同 じ価格ならば より良い ものを購入するのが当
然なのだか ら,機 種選定 の 行動としてみれば同センターの選択 は 合理酌であ
る。
さて,事 は 意外に大 きな波紋を呼んだのであるが,盲 点がないわけではな
い。目立製作所が提供 したシステムの割引率80%と いう数字が正 しいかどうか
とい うことは,こ れまでの議論では一切検討 していない。 しか しコンピュー ト
ピァ誌でTK氏(久 保悌二郎氏か?)が,北 海道大学のシステムの割引率
が巷間伝 えられるように80%に もなるのかどうか6ペ ージにわたって推定の作
業を展開している(1979年9月 号,PP.111～116)。T.K氏 は結論として 「31
%か ら80%ま での実にさまざまな数字が浮んできた。どのあた りが"本 当の本
物"か 知 るすべ もない土 と述べていることを記 してお こう。T.K氏 の計算方
法が適切か どうかは別 として,レ ソタル料だけをとっても日経産業新聞の数字
とT.K氏 の数字 とは若干の差があるようである。
つぎにこの 「事件」がなぜ起きたのか,そ の背景を考えてみよう。まず,全
国7ヵ 所の大型計算機センターの うち,自 社製のコンピュータが入っているの
は東京大学のみとい うように,超 大型機の分野で大学向けの実績の少ない日立
製作所が,面 目にかげて文教市場でのシェアの拡大を図ったのであろ うとい う'
ことは当然考えられることであるが,い くら頑張っても商戦に勝てるか どうか
は自分と競争相手とユーザー側の事情の複雑なか らみによるのであるか ら,そ
の辺を若干考察してみることにする。
経済誌rオ ール投資』1979年7月15日 号は 「富士通の研究」とい う特集を載
せているが,そ の中で松葉久弘氏は 「北大事件」を紹介し,通 産省や公正取引
委員会の動きなども実効はなさそ うだとしたあと,つ ぎの ように書いている。
「それ よりも,業 界にとっては 『あの富士通が8割 引きくらいで降 りた事実の
ほ うに興味がある』 らしい。従来の富士通だった らとても降 りるどころではな
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く,ト コ トン張 り合 って商談を ものに していただろ う,と い うわ け。」(P22)。
本年5月 末に,国 産 コンピュータ ・メーカー各社 の昭 和53年 度 決算案が一斉.
に発表 された。 これ らの うち大手3社 といわ れ る富士通,日 立製作所,日.本電
気 の分 を昭和52年 度 とあわせ て比較 してみ ると表1の ようにな る。、日本IBM
の決算 も参 考のため併記 す る。
表1(単 位億円,カ ッコ内は対前年比増%)
陰 士劃 ・立製作所恒 縄 剰 ・細M
??? ???
??? ???
総 売 上 高
コ ソ ピ ュ ー タ 部 門
売'上 高
構 成 比%
総 売 上 高
コン ピ ュ ー タ 部 門
売 上 高
構 成 比%
3,874
(18.1)
2,745
(14.6)
70.8
4,409
〈13.8)
3,030
(10.4)
68.7
13,886
(7.2)
1,600
(12.7)
11.5
15,094
(8.7)
1,900
(18.8)
12.6
5,385
(10.8)
1,376
(20.7)
25.6
6,154
(1生3)
1,669
(21.3)
27。1
2,938
(6.7)
2,938
100
3,153
(7.3)
3,153
100
これに よると日本電気,日 立製作所がコソピュータ部門売上高前年比20影前
後の高い伸び率で,国 産シェア第1位 の富士通を追いかけていることが判 る。
総売上高に対す るコソピュータ部門の構成比も富士通は若干低下 してお り,他
2社 に比較 して苦戦 している様子が うかがわれ るが,実 は コソピュータ部門の
売上高はこのような表 の 数字だけでは真 の 姿はつかみにくいところがある。
JECC}/ン タル、自社 レンタル,リ ース,売 切 り等の販売方法が併用されてい
るか らである。
JECCレ ソタル制度が利益の先取 り方式であって,レ ソタルバ ックが多量に
発生 した場合には多額の買戻し損失を計上せねばな らない危険性を内包してい
ることを懸念 した 日立製作所は,昭 和47年度か ら当時の過剰流動 生に よる余裕
資金と,好 調な家電部門などか らの資金計600億 円を コソピュータ部門に投入
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して;3年 間をかけて自社 ヒソタルの比率を高やていった。その結果 フソピュ
7タ 部門は昭和49年度か ら黒字となり,、現在ではほぼ50%が 自社 レソタルとい
われている。
一方,富 士通は レンタル会社 「情報機器 リース」を設立するなど,JECC依
存度を低めるべ く努力を開始 したし,日 本電気 も 「日電情報機器 リース」を設
立,向 様の努力をしているよう.であるが,両 者ともまだコソピュータ部門売上
げの数パーセソ ト程度 しか自社 レソタルになっていないと推定されている。従
ってコソピュータ部門の売上高を売切 りに換算して比較してみなければ,売 上
高規模の正確なところは判 らないわけであるが,日 経産業新聞の推定による と
表2の ようになる。,
表2 (昭和53年度,単 位億円)
陣 士副 ・立製酬 ・本電対 躰 ・BM
コソピ ュータ部 門 売 上高
売 切 り 換 算(推 定)
売上高税引前利益率(推 定)
3,030
3.8%以 下
1,900
3,003
10%以 上
1,688
2%以 下
3,153
4,273
22%
日経産業新聞 昭和53年5月30日 による。
蔦れに よれば,昭 和53年度の売上高では富士通,日 立製作所両社は殆んど同
じとい うことになる。 また同紙の推定 した売上高税引前利益率では,日 本IBM
は別格 としても,日 立製作所 コソピュータ部門の高利益率カミ目立ち,同 社内全
部門の平均5.4%の2倍 とい う高収益部門に発展 した ことを示 している。
これに対 して富士通は,昭 和53年 度売上高では13.8%増,税 引 き後利益で
30.9%の 増 となったとい うが,営 業利益が前年度比マイナス6,5%で あるとい
う。 これはFACOM230の5シ リーズを中心とす る中 ・小型機が集中的に更新'
時期に達したところを,日 本電気など他社の狙い打ち的 リプレース攻撃にあっ
たことも原因の1つ とみられる。同社がIBMリ プレースに力を入れている間
隙 をつかれた 感 なきにしもあ らずである。 このことは 『コソピュー トピア』
1979年1月 号の 「1979年日本のコソピュータ利用分析調査」によってもうかが
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うことがで きる。、この調査 に よれば,1970年 に初 出荷 しベ ス トセラー機 と言わ
れたFACOM23(>15は,設置 台数が1977年6月 か ら1978年6月 までの1年 間
に815台 か ら611台 ヘマ イナス204台 とな ってい るのに 対 して,日 本電気 の
ACOS200(1974年 発 出荷)は165台 か ら412台 へ247台 増 とな るな ど,FACOM
機 が出足 好調 なACOSの 小型機に シェアを奪われた ことは確実 であ る。
では この よ うな,.富 士通 の相対 的不調(と は言 って も他産業に較ぺれば好 調
で ある ことに変 りはないが)の 原 因は何 か とい うことに なる。
それは おそ らぐ富士通 の製 晶政策 の一時的 もたつ きに よるもので あろ う。・従
来か ら採用 して来たIBMノ ソコソパチ ブルの 自主技術 の路線を変 更 して,通
産省 の政策に沿 って 日立製作所 と提携,ア ーキテクチ ュアを共 通に して開発 し
たIBMコ ソパチブル なMシ リーズへ の切替 えは,事 前の懸念 通 り,若 干の摩
擦 を伴な った よ うで ある。 同社 は5シ リーズのあ と,Mシ リーズが完全 に揃 う
までのつな ぎとしてFACOM230・8シ リーズを開発 して 「守 りの8シ リーズ,
攻め のMシ リニズ」 として,既 存の 自社機 ユーザ ーの レベルア ップに8シ リー
ズを,IBMユ ーザ ーを中心 とす る他社 切崩 しにMシ リーズを考えていた ので
あ る。BMユ ーザ ーの切崩 しに はあ る程度成 功 したが,8シ リーズの売れ行
き好調に も拘わ らず,な おかつ8シ リーズの設計 思想 に満 足で きないユ ーザー
が存在 した ものと思われ る。
また,日 電 ・東芝の提携が割合ス ムースに行 き,ACOSシ リーズの小 ・中型
機 が非常に 早 く市場 に出た のに 対 し,富 士通 ・日立の提携 はそれほ どスムース
で はなか った と見 られ てい るoコ ソピュータの殆 んど専業 メー カーと化 して命
運をかけ る富士通。一方,世 界的大企業 としての面 目を保 ちた い 日立製作所。
両社 と もに 自前 の コソピュータに よる フル ライ ソポ リシーを 目指 して,開 発分
担 等の折 合いが仲 々つかなか った らしい。そ の間に漁夫 の利 を得た 日本電気で
あ るが,シ ェアの大 きか った富士通が攻撃 の的 とな り,喰 われ る分 も大 きか っ
た とい うこと と,日 立製作所はIBMコ ソパチ ブルを基 本戦略 と していたRCA
か ら技術 を導入 していた ことか ら,HITAC8000シ リーズか らMシ リーズへ の
切替 えは比較的容易で あった こと,そ れ に 自社 レソタル路線 の成功 とが相 まっ
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て前述の ような,富 士通,日 立製作所両社の営業成績の差 とな り,企 業体力の
差となった ものであろ う。
この ようなわけで業界では,無 理のできなくなった富士通が北大商戦で結局
「お りて」 しまったのであろ うという観測がなされていることは先に紹介した
通 りだが,も う1つ 考えられるのは,社 内の営業上の意思決定の柔軟さとスピ
ー ドの面での問題である。 「おりる」つ もりはなかったのだが,競 争相手やユ
ーザー側の対応を読み違ったのだとい う説にもなるのだが,こ の点については
もちろん確実な ことを語るのは困難であろ う。が,筆 者の経験か ら言ってその
ような感触がないで もない。短期間に急成長 した富士通は頻繁に機構改革を行
なっている。活動の効率化を目指 して努力 していることは確かである。
